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《3月の景況判断に関する要点》 

「順調に持ち直しを継続、見通しは明るい」 

・ 3月の景況（前月比）をみると、「上昇・好転」したとする
回答の割合が増加して（「下降・悪化」は減少）、DI*は前
月に引き続き大幅に改善し＋17.9(図１)。従業者規模が
大きいほど好転している企業が多い（図なし）。 

・「上昇・好転」した理由は、「時期的、季節的な要因で」と
「内需が増大したから」がともに４割台。他方、「下降・悪
化」した理由は「内需が減少したから」が６割台(図なし)。 

・3ヵ月後（6月)の見通しでは、 「上昇・好転」が4割以上を
占め、DIは+24.8。3月のＤＩ(＋17.9）と比べて6.9ポイント
上昇(図１) 。ただし、「下降・悪化」も僅かに増加。 

・3月の前年同月比をみると、「上昇・好転」、「横ばい」が
増加、 「下降・悪化」が減少し、ＤＩは上昇して-1.7となり
プラス水準に近づいた(図１) 。 

*ＤＩ（Diffusion Index）「上昇・好転」の割合から、「下降・悪化」の割合を引い  

 た数字。景気動向を表す指標のひとつ。 

《 アベノミクスに対する評価 》 

・アベノミクスの効果について、「今のところ、具体的な効果は
表れていないが、今後、効果が期待される」が4割で最多 。
「・・・期待される」とする割合を企業規模別でみると、5人
以下の企業で3割、5～50人で4割、51人以上で5割以上
と、規模が大きくなるほど高くなっている(図2)。 

（裏面へ続く） 

（ご協力いただいたモニター数：117社、調査時期：2013年4月8日～15日） 
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図１ 景況判断 

<前月比> 

<３ヵ月後> 

<前年同月比> 

図２ 貴社の事業にとって、アベノミクスの効果は総合的に
見てプラスでしょうか、マイナスでしょうか。 
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《 アベノミクスに対する評価 》 

※前頁からの続き  

・アベノミクスによる影響の要因は「漠然とした景気浮揚期
待」が4割弱で最多。次いで「為替レートの円安への水準訂
正」が3割強。他の回答については2割以下(図3)。 

・需給ギャップの状況について、「把握できていない」が最
多となっているが、次いで「現在も今後も供給量の方が多い
状況が続くことになろう」が3割弱を占め、依然として厳しい
状況がうかがわれる（図4）。 

・従業員の賃金等の上昇・増額について、「当分の間、利益
の改善が期待できず、現状では判断できない」が最多（図
5）。業種別では、製造業よりも非製造業でやや厳しい。 

図３ アベノミクスによる効果や影響は主としてどの政策要因によって 
   もたらされるものでしょうか。[ 複数回答可 ] 

図５ アベノミクスが経済に好循環をもたらす上で、従業員の賃金・
賞与の上昇・増額が不可欠と言われますが、貴社の営業利益が改
善してゆく状況を想定すれば、従業員への還元の優先度は次のど
れに近いですか。 

図４ デフレ経済の理由で大きなものとして、需給ギャップが指摘されて 
   いますが、貴社の主要事業分野における需給ギャップはどのような 
   状況に近いでしょうか。 
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《 今後、期待する政策》  

・多くの意見をグルーピングした結果、総じて言えば「景気 
  回復促進」を期待しており、３本目の矢である「成長戦略」 
  に関連しそうなものが大半を占めている。 

図６ 今後、期待する政策 [ 自由記述 ] 

・その内容を要約すると、規制緩和やＴＰＰ推進、減税といった 
  政策フレームを整えることで、消費活発化を促進し、それが 
  中小企業支援や新産業創出、民間投資促進などにつなげる 
  ことを期待している。また、外需獲得の政策も期待が大きい。 

・中小企業支援全般
・資金面での支援（金融・調達・助成）
・事業拡大に対する助成など
・人材確保・育成に対する助成、指導

中小企業支援強化(15) ・新規事業展開促進
・新産業創出分野の浮揚の仕掛け
・技術をビジネスとして活用させる
仕組み

新産業創出・新規事業促進(4)

・消費活性化施策
・個人の可処分所得が増加する政策
・大企業の社員・若い人の賃金アップ
・住宅ローン貸し付けの簡素化
・消費税アップ中止

消費活発化、消費税増税延期(9)

・総合的な景気の上昇
・実体経済の高揚
・積極的な政策

景気回復促進(10)

・成長戦略を具体的に早急に実行

成長戦略(3)

・プラントの海外輸出
・アジア地域への販路拡大
・価格競争の無い製品を輸出
・タブーに切り込んだ需要喚起が必要
・世界に競争力のある国作り

輸出促進・外需獲得政策(7)

・法人税減税
・大幅減税

減税(4)
・製造業などを国内回帰に誘導する政策
・設備投資の単年度償却
・安全設備投資に対する助成

国内回帰促進・
民間投資促進(5)

・実需ベースの公共事業の発注
・老朽化インフラの改善に最先端技術
を応用して実施し、その技術を世界に
提供

公共投資・
インフラ更新促進(4)

・規制緩和により新規参入障壁を取り払う
・例えば、医療、エネルギーなど
・「規制改革」が最重要
・申請しても認可までの時間が長すぎる
・ITサービスの規制緩和

規制緩和・規制改革(8)

・日銀の金融緩和策を後押し
・円安を強く希望
・為替の安定 ・金融商品への過剰投資の抑制
・これ以上の円安は絶対に避けてほしい

金融緩和、為替動向(5)

・LED照明等の転換を
国策として推進

電力問題、
省エネ促進(1)

・農業政策の改善を期待
（農産物輸出の促進など）

農業政策(1)

・教育改革
・子供の教育レベルの
向上

教育政策(1)

・福祉政策の強化
・セーフティネットの充実
・少子化の対策

福祉・年金政策、
少子化対策(5)

・東北の復興を最優先
・日本経済への悪影響を熟慮
・政治的安定
・財政再建政策の実施

その他(12)

・アジア諸国への輸出
・関税の撤廃を期待
・外科手術的な変革は必要
・国内における販路拡大策に期待

TPP推進(9)

注：各タイトルボックス
内の（ ）にある数字
は、そのカテゴリー
の総意見数


